申請書の様式
令和　年　月　日

　内閣府沖縄総合事務局長　殿

申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者氏名（名称及び代表者の役職・氏名）
　

法人番号　　　　　　　　　　　　　　　
沖縄離島無電柱化緊急対策事業費補助金申請書

沖縄離島無電柱化緊急対策事業費補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。

また、株式会社○○は、沖縄離島無電柱化緊急対策事業費補助金交付要綱別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記

・事業計画書（別紙１）
・経費算定調書（別紙２）
・事業実施に際しての確認票（別添１）

・申請者情報（事業概要や組織体制が確認できるパンフレット、定款の写し、法人登記簿の写し、
　直近の財務諸表等）
　
（注）法人番号には、登記上の所在地に通知されている１３桁の法人番号を記載してください。（１法人１つの法人番号が指定されており、法人の支店・事業所等や個人事業者、民法上の組合等には指定されない。）法人番号は、マイナンバー（個人番号）とは異なり利用範囲の制約がなく、自由に利用できます。詳しくは国税庁のサイトを参照ください。

（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）

（別紙１）

沖縄離島無電柱化緊急対策事業費補助金事業計画書
１．申請者概要

	名称：
	代表者：

	住所：

	電話番号：
	業種：

	担当者：
	担当者役職：

	担当部署：
	e-mail：

	資本金（出資金）
	千円　
	従業員数
	人　


２．事業内容等
	（１）事業内容　
※記載例を参考に簡潔記載願います。
複数区間を申請する場合は、区間毎に分けて作成してください
（記載例）
1 電線共同溝方式
　　●●市●●地区（●●線）における引込設備工事の実施
　　・引込設備の材料費、設置費、必要となる工事費

2 単独地中化方式
　　●●市●●地区（●●線）における調査・設計の実施
　　・単独地中化の配線計画、調査費（●●調査）、詳細設計の実施


	（２）事業場所
※具体的に事業を実施する場所及び周辺状況がわかる図面に、事業区間・延長を記載してください


	（３）事業実施スケジュール
　　※本事業における実施項目、期間を記載してください
実施項目
事業期間

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月



	（4） 事業実施体制
※実施体制の概要図、メンバー構成（氏名・役職・所属・外注先名）及び役割を記載してください


	（５）無電柱化の設計、施工等の実績
　※無電柱化の実績を記載ください（１～２事例）
（市町村名、路線名、区間延長、実施内容、道路管理者名）


	（６）事業の円滑な推進方策
　※本事業を円滑に実施する方策を記載してください


	（７）事業のコスト縮減内容
　※本事業を実施するにあたってのコスト縮減内容を記載してください



※記載内容に応じて適宜、行等を追加ください
（別添１）

令和　年　月　日

申請者住所（郵便番号・事務所所在地）

申請者名（名称及び代表者の役職・氏名）

事業実施に際しての確認票

１．回答方法

　　○本シートは、事業計画書の提出日時点の状況でご回答ください。

　　○回答は、それぞれの項目について、該当するものに「○」を記載してください。
２．調査項目

	チェック欄
	項　目

	
	本事業の制度を理解しているか。
・補助率は１／２以内

	
	本事業を実施できる体制や資金力を有している。

	
	本事業の趣旨を踏まえ、沖縄離島地域における無電柱化の推進・
加速化を図るために取り組むことが出来る。

	
	事業計画書等に記載した内容は事実と相違ない。

	
	提案後に事業計画書等に記載した内容が事実と異なることが確認
された場合には、採択や補助金交付決定等を取り消される場合が
あることを理解している。


